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されるにすぎないことである。私的財にみられる完全競争的市場のメカニズ
ムとちがって，いまの一般均衡のモデルでは，各消費者は各自のtax・price
に対する自己の影響力を知っていると想定されているのである，この考え方
をおし進めれば，これが双方独占　（Bilateral　Monopoly）に似た解法をもつ．
ことになることがわかるであろう。
　　　（32）　（33）　LeontiefおよびScitovskyによれば，双方独占のばあいには，いまのモデ
ルで，tax　shareの交渉のみが行われるとき，均衡点は図（3）のUPT上の一
点におちつく。しかし，このような均衡点の軌跡は，P点をのぞいては最終
的な均衡点を表わしていない。結局，両者が各自に有利なように交渉を行な
うかぎりは，最終的な均衡点は契約山線VW上の点におちつかざるをえない
のである。
　さて，公共財自体に対するoffer　curveは決して顕示されるということは
（31）　Johansen，　L，
（32）　Leontief，　W．
（33）　Scitovsky，　T．
（7）　p．　349．
〔9〕　　PP．　76一フ9．
〔工9〕　pp．　414－419．
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ない。一般均衡のモデルでpseudo　offer　curveといわれるのはこのためであ
る。SamuelsonはPseudo　Market　Eguilibriumの簡単なモデルを提示して
　くヨのいる。このモデルはpseudo　tax－priceの意味を明らかにしてくれている。
個人v（り＝1，2）の効用関数が，
　　　　　　Uv（xv，9）＝xv＋f．（9）
の形にかけるものとする。ただし，f”v〈0とする。変形関数を
　　　　　　T（x，9）＝・　O
とする。ただし，ΣxV－X。　このモデルでは私的財と公共財が1個つつあ
　　　　　　　　ひる。いま，私的財を二・ユメレールにとろう　（p＝1）。各個人が効用の最大化
；を行なうとき，
　　　　　　∂fv／，9－f’v（・）一pv　　（v＝＝1・・〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨのが成りたつ。pvを2個人についてたし合わせたものが限界費用Cに等しくな
ければならない。すなわち，均衡条件
　　　　　　f’1（9）十・f／2（9）＝＝C
が成立し，gの最適数量g＊が決定される。　puはpseudo　tax・priceと名づ
けられる．P1^C・・hとおけば，　P2／C一・一heすなわち，
号＋茎L・
が成り立つ。
なお，われわれの図（4｝でいえば，塒力・らでる放鰍の勾配が，（！『h＞／h
に他ならない。いまの議論の結果を図示すれば，次頁のようになる。
（34）　Samuelson，　P．　A．　（17）　pp．　lll：一一115．
（35）constant　costケースを仮定する。
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図㈲にわいて，各個人1，
2のpseudo　demand
curve　11，22を垂直に加
え合わせたものが曲線dd
である。ssは供給曲線を
表わす。均衡点はPであ
り，図〔4）のPにちようど
対応しているのである。
　公共財の問題を，市場
機構に委ねないで，政治
的な意思決定プPセスに
よって解決しようとする
??
s
o
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1 2 d
?
?
?
，
? ?
1 2?
? ?
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やり方がある。社会のすべての構成員あるいは代表者による投票制（Voting
System）にもとつく多数決の方法がそれである。原理的には，多数決によっ
てパレート最適に到達しうる。なぜならば，1つの提案よりも他のどのグル
ープをもworse　offにすることなくして少なくとも1つのグループをbetter
offにするようなもう1つの提案があるならば，誰もが第2の提案を選好す
るから，多数決によってパレート最適でない第1の提案からパレート最：適で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）ある第2の提案に移ることができるからである。　Johansenもいうように，
この推論は，相互に関連する事柄のすべての側面が同時にとりあげられる場
合にかぎられる。しかし，こういうことは実際にはほとんど起りえない。ま
た，多数決は代替案の間の選択において，個人の選好順序を論理的に一貫さ
せる条件を必らずしもみたさない解に到達してしまうという難点がある。こ
れは，「投票の逆理」として知られている。そして何よりも投票鰯は，個人
ないしグループの選好の程度を考慮しえないという難点もある。　しかし，以
（36）　Johansen，　L．　（8）　chap．　6．
一39一
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上のような難点をいま一応おくとすれば，投票制は，個人の意思決定が与え
られさえずれば，一義的で確定的な社会的意思決定に導びくのである。事
実，ウィクセル，リンダール，ボーエンなど．の学者が，　しばしば投票制を援
用しており，最近では，　ドーンズ，ブキャナンが積極的に公共財の実証的モ
デルとして投票制を採用している。われわれは，この問題にはこれ以上たち
いらない。
　市場の失敗をひきおこすもう一つの重要なものとして，不確実性（Uncer．
　　　　　　　　　くヨのtainty）がある。青木によれば，不確実性には，2つの概念が区別されねば
ない。すなわち，情報の不確実性（lnformational　Uncertainty）と環境の不
確実性（Environmental　Uncertainty）とがそれである。前者は，通信網が不
十分なために，各経済単位が自分の活動の結果について不確実である場合で
ある。将来財の市場を考えてみればよい。将来時点における財の市場は現在
時点においてそもそも存在しないから，すなわち市場が完全に欠落している
ケースであるから，このような状態では投資の将来収益はどうしても不確実
とならざるをえない。動学的資源配分がしばしば失敗するといわれるのは，
まさにこの理由による。もう1つ，経済環境そのものに関する知識が不確実
である場合，これが後者の環境の不確実性である。われわれはもっぱらこの
不確実性に関心をもっている。たとえば，天候，事故，病気などといった予
測できないあるいはコントロールしえない環境の偶然的な変化によって，経
済活動の結果が影響されることをいう。この場合，偶然的な状況（state）が
生起し，その結果経済的事情が変わるに応じて同一の財でも異なる財として
取り扱うことが考えられる。状況s（1，…，S）が生：起したときの財。の取
引数量をXcsで表わすわけである。これは，いわば状況指定つき財（state．
（37）青木昌彦〔22〕P．189．なお，青木は，情報の不確実性のことを通信の不確実性
　　といっている。
　　　　　　　　　　　　　　一40一
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contingent　goods）である。しかし実際問題として，状況指定つき財ごとに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラミ市場ミが成立することはほとんどない。この場合には，市場の普遍性が成、
立しないから，市場は失敗する。
　そこで，まず状況指定つき財の市場がもし存在すると仮定した場合の資源．
　　　　　　　　　　　　　　く　　配分の最適性を簡単な計画モデルで考えてみよう。ベクトルX，は　（X1，，
x2、，…，　x、，）を表わし，かつxがC×S個の成分を含む｛Xcs｝を表わすも
のとしよう。いま状況sが生起する主観的確率（Subjective　Probability）を
p，とすれば，消費計画の効用は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V（x）＝ΣP、U（x）　　　　　　　　　　　（10）
　　　　　　　　　　　　s＝＝1
と定義される。UはC×S個の変数をもつ，準凹（quasi・concave）なる効用
　くヰの
関数である。もし，Vも準凹であることが成りたつならば，不確実性下の最．
適資源配分は完全競争によって達成されうる。とくに，U，　Vがともに田園
である場合には，市場の数が節約できるという利点がある。すなわち，式働
における効用関数Uが，それぞれの状況で消費される財のすべてを，ひとつ
の合成財にアグリゲートできると考えてよいからである。そうすると，市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くむの数は，さきの（S×C）個から（S＋C）個になるであろう。
　さて，労働量e，ω一4を投入して，それぞれ財1，2を生産している2つ
の企業を考えよう。いま財1の生産にだけ不確定要因があるとすれば，生産
関数はそれぞれ，
　　　　　　　　x1，＝・・　f，（e）
　　　　　　　　x2　”＝9（ω一e）
（38）　しいて実例をさがせば，保険の市場とか株式の市場がそうである。
（39）Malinvaud，　E．〔ll〕に負うところが多い。
（40）一般に，関tw　q（x）は次のとき準凹であるという。すなわち，関数g上におい
　て，2つの相異なる点（ベクトル）xとx’および第三の点x”についてx”＝θx
　　＋（1一θ）x’〔ただし0くθく1〕が成立し，かつq（x”）が少なくともop（x）とψ（xt）
　　のうち小さい方より大きいか等しいときである。
（41）　この場合には，各財x。の市場に加え，それぞれの状況における，貨幣で支払わ
　　れる請求権が取引される市場が存在する。Arrow，　K．」．〔2〕PP．121－！33．
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とかける。
ただし，ωは利用可能な総労働量を表わす。効用Vを4について最大化すれ
ば，
　　　　　　　　ΣP、fノ，U’1、＝ΣP，9’U’2，
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　s
崇うる。ただし，f’，，　g’はf，，　gの乏についての微分であり，　U’ユ，，　U’2，は，
UのXl、，　x2、についての微分である。財1，財2；および労働用役について，価
格ベクトルql、，　q2、およびW，を導入する。企業および消費計画者が各自最大
化行動をとれば，
　　　　　　　　ZPIsf’s”＝2Ws
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　Zp2sg’＝2w，
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　s
　　　　　　　p，　U’ls／pl，　．．　PsU’2s／p2，
が成りたつ。ところで，W，，qユ、およびql、は，状況Sが起これば，財1単位
につき，これだけの価格を支払うというものである。　したがって環境の状況
がどうなろうとも，無条件に提供される財1単位の価格ベクトルは，
　　　　　　　w＝2Ws
　　　　　　　　　　s
　　　　　　　qi　一＝　2qi，　Gl）　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　q2－2q2s　・QX　　　　　　　　　　s
となる。
　もし，状況指定つきの財の市場がなく，その価格がわからなくても，人は
risk　premiumを考慮することによってそれを補うことができる。企業1を
とりあげて考えてみよう。riskを考慮する企業1は，
　　　　　　　　q，zp，　x，，一we　一r（　e）　as
　　　　　　　　　s
を最大にする。ただし，rは危険プレミアムを表わす。一方，状況指定つき
財の市場が存在する場合は，企業ユは，
　　　　　　　　£q，，x，，一we　a4　　　　　　　　s
　　　　　　　　　　　　　　　－42一
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を最大にする。㈹式と（14）式は一一・一一致する。すなわち，企業1が危険プレミアム
を考慮することにより状況指定つき財の市場が存在しなくても資源配分が最
適になるためには，
　　　　　　　　r（e）　＝一　Z（qips　一qi，）　x　i，　（ls）
　　　　　　　　　　　s
が成立しなければならない。いま，企業1の生産関数が，
　　　　　　　　f，　（e）一　（1＋k，　）f（e）
のような形をしていると考えよう。ただし，定数k，は
　　　　　　　　2p，　k，　一〇　ae　　　　　　　　sL’
をみたすものとする。さて，Σp、＝1だから，aD，　a2），　a6）から，
　　　　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　r（e）一一2qi，k，　f（e）　G7）
　　　　　　　　　　　　s
をうる。k，≧0とするとき，Σq1、k、〈0であるから，危険プレミアムrは正
　　　　　　　　　　　　　s
となる。したがって，企業1が不確定な利潤を危険プレミアム分だけ割り引
いて考慮するとすれば，状況指定つき財の市場が存在しない場合でも市場の
：失敗は緩らげられると考えられる。
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